
中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業について

事業の内容

申請・採択の結果

補助件数 補助総額 うち国費

福島県 4グループ 2.5億円 1.7億円

◆ 福島県において、原子力発電所事故に伴って設定された警戒区域等が見直された地域等を対象に
以下の５つの類型を要件として、4月8日～4月26日まで復興事業計画の公募を実施。

① 経済取引の広がりから、地域の基幹産業・クラスター

② 雇用・経済の規模の大きさから重要な企業群

③ 我が国経済のサプライチェーン上、重要な企業群
④ 地域コミュニティに不可欠な商店街
⑤ 住民帰還に当たり生活環境の整備や雇用機会の提供に不可欠な企業群 等

◆ これまで１次～7次公募において、北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、千葉県で
525グループ、4,084億円（うち国費2,723億円）を交付決定。

○ 復興のリード役となり得る「地域経済の中核」を形成する中小企業等グループが復興事業計画を作成し、
県の認定を受けた場合に、施設・設備の復旧・整備を支援。

※ 補助率：中小企業対象･･･3/4（国1/2, 県1/4）

◆ 福島県の計画認定審査会において復興事業計画の認定を行った案件について、国の補助事業審査委
員会の審査を経て、以下の通り、補助金の交付を決定。



福島県の認定・支援グループについて

グループ名 グループ代表者名・構成員数
代表者
所在地

業種

いいたてむら復興加速グループ あぶくま信用金庫 等10者 飯舘村
金融業、建設業、石材加
工販売業等

川内村帰還者地縁再生グループ （株）あぶくま川内 等19者 川内村
温泉業、豆腐製造業、建
設業、自動車整備業等

楢葉町住民生活再建支援グループ （株）ヘルシージャパン 等34者 楢葉町
クリーニング業、宿泊業、
飲食業、小売業、建設業
等

広野町生活環境整備等支援グルー
プ

（株）大和田測量設計 等40者 広野町
建設業、飲食業、小売業、
宿泊業等


